
  

  

【表紙】   

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月22日 

【中間会計期間】 第99期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

【会社名】 大和自動車交通株式会社 

【英訳名】 Daiwa Motor Transportation Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  新 倉 尚 文 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座一丁目９番７号 

【電話番号】 東京(03)3564―4954(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理課長  加 藤 雄二郎 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座一丁目９番７号 

【電話番号】 東京(03)3564―4954(代表) 

【事務連絡者氏名】 経理課長  加 藤 雄二郎 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失(△)については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
  

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 13,501 13,187 13,349 27,035 26,393

経常利益又は経常損失
(△) 

(百万円) △146 360 253 128 833

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △248 324 382 △267 573

純資産額 (百万円) 1,149 1,561 2,398 1,333 1,869

総資産額 (百万円) 21,793 20,564 20,294 19,911 19,914

１株当たり純資産額 (円) 109.52 148.84 228.74 127.06 178.29

１株当たり 
中間(当期)純利益 
又は中間(当期)純損失
(△) 

(円) △23.71 30.92 36.50 △26.95 53.21

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益又は中間
(当期)純損失(△) 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 5.3 7.6 11.8 6.7 9.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 407 581 224 △5,043 1,130

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △577 △1,306 △320 5,945 △1,192

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,055 450 △486 △949 △1,106

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,631 4,535 3,058 4,808 3,641

従業員数 (名) 3,616 3,560 3,566 3,559 3,561



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 8,463 7,979 7,940 16,838 15,959

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △265 110 129 △205 268

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

(百万円) △236 106 232 78 232

資本金 (百万円) 525 525 525 525 525

発行済株式総数 (株) 10,500,000 10,500,000 10,500,000 10,500,000 10,500,000

純資産額 (百万円) 2,388 2,906 3,411 2,868 3,076

総資産額 (百万円) 18,873 19,052 17,030 18,592 17,162

１株当たり純資産額 (円) 227.63 277.02 325.37 273.32 293.40

１株当たり中間(当期)純
利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △22.58 10.20 22.20 7.46 22.17

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益又は中間純
損失(△) 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ─ ─ 2 ─ 4

自己資本比率 (％) 12.7 15.3 20.0 15.4 17.9

従業員数 (名) 2,532 2,296 2,296 2,313 2,287



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社、連結子会社及び持分法適用会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

旅客自動車運送事業 3,267 

不動産事業 70 

販売事業 81 

その他事業 92 

全社(共通) 56 

合計 3,566 

従業員数(名) 2,296 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国の経済は、民間設備投資の増加や輸出の持ち直しなど企業収益は改善し、雇用情勢

も厳しさが残るものの改善が見られ個人消費が増加するなど、景気は緩やかに回復しながらも昨年から続いている

原油価格の高騰や原材料の価格の上昇など先行き不透明な状況で推移いたしました。 

ハイヤー・タクシー業界におきましては、引き続き法人需要の停滞や規制緩和による競争の激化など厳しい環境

のもとにありました。 

このような情勢のもと、当社、連結子会社及び持分法適用会社では、営業体制の強化を最重点項目として各般に

わたる積極的な営業により収益の確保に努めた結果、売上高は13,349百万円と前年同期に比して162百万円(1.2％)

の増収となりました。経費面では、原油高による燃料費が増加するなどの負担増はありますが、売上高に対応した

給与体系の整備による人件費節減効果がみられ、退職給付費用の負担も減少し、さらには諸経費の節減にも努め、

営業利益は449百万円(前年同期比25.2％減)、退職給付債務の償却額78百万円を営業外費用に計上し経常利益は253

百万円(前年同期比29.7％減)となりました。また、厚生年金基金解散処理差額金等の特別利益506百万円と土地(神

奈川県足柄下郡湯河原町)の減損損失等の特別損失181百万円を計上し、税金等調整前中間純利益は577百万円(前年

同期比73.6％増)となり、中間純利益は382百万円(前年同期比18.0％増)となりました。 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

[旅客自動車運送事業] 

旅客自動車運送事業では、管理面の強化と経費の節減とともに、安全輸送と良質なサービスの提供に努め、ハイ

ヤー部門では航空各社や福祉・介護関係等に対する営業を一層推進し、増収に努めました。タクシー部門では本年

度も連続してグループ内全タクシーがAA格付け（事業者評価基準制度）を取得し、営業の効率化に努めるとともに

本来の流し営業の強化と輸送メニューの多様化（高級仕様車両等）に加え無線デジタル化の推進や顧客データを有

効的に活用するＣＴＩシステムを導入し、配車業務の自動化を進めました。さらにはハイヤー顧客の需要に対応で

きる黒塗りタクシーを前連結会計年度末に比べ86台増強し当中間連結会計期間末では535台とし、ハイヤー部門との

相互協力により増収に努めましたが、売上高は10,515百万円（前年同期比1.3％減）となり、営業利益は331百万円

（前年同期比27.8％減）となりました。 

[不動産事業] 

不動産事業部門では定期借地権付の五反田賃貸マンションのリニューアル等を進め、賃貸事業を増強してまいり

ました結果、売上高は437百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益は33百万円（前年同期比27百万円増）となりま

した。 

[販売事業] 

販売事業では、ガソリン市況及びＬＰＧ市況は原油価格の高騰から引き続き低迷し販売価格への転嫁が進まない

中、顧客の需要に対応した商品販売に努めてまいりました。金属製品製造販売は、認証取得したISO9001の付随効果

に加え従来からの住宅部材の特殊技術の活用、独自の設計製造等をはじめ原材料の適正な購買対策と受注単価引上

げも行いました。この結果、売上高は2,162百万円（前年同期比20.0％増）、営業利益は75百万円（前年同期比

1.9％増）となりました。 

[その他事業] 

その他事業では自動車整備事業は一般車の車検の受注まで宣伝を強化し、自動車教習事業では、自動２輪のオー

トマ限定免許の効果による教習生の増加及び各方面に対しての販路の拡大に努めました。この結果、売上高は233百

万円（前年同期比6.4％減）、営業利益は8百万円（前年同期比41.8％減）となりました。 



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益が577百

万円と増益となりましたが、仕入債務の減少及び法人税等の支払があったことで、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは減少しております。また短期借入金が680百万円減少したこともあり、当中間連結会計期間末における資金は

前連結会計年度末に比べ582百万円減少し、3,058百万円となっております。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は224百万円と前中間連結会計期間に比べ357百万円減少

しております。これはおもに仕入債務の減少52百万円（前年同期比171百万円減）及び法人税等の支払126百万円

（前年同期比46.7％増）となったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は320百万円と前中間連結会計期間に比べ985百万円減少

しております。これはおもに固定資産の取得による支出が311百万円（前年同期比958百万円減）となったものによ

るものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間による財務活動による資金の減少は486百万円と前中間連結会計期間に比べて936百万円減少

しております。短期借入金の純減額が680百万円（前年同期比705百万円減）となったことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社及び連結子会社の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない事業も多く、事

業の種類別セグメントに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関

連付けて示しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社、連結子会社及び持分法適用会社が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,500,000 10,500,000
東京証券取引所
市場第二部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 10,500,000 10,500,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17.４.１～ 
平成17.９.30 

― 10,500,000 ― 525 ― 2



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

新倉 尚文 東京都杉並区荻窪４─26─12 1,446 13.77

太陽生命保険(株) 東京都中央区日本橋２─11─２ 1,000 9.52

吉田 満 東京都中野区中央１─30─24 631 6.01

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１─13─１ 550 5.24

第一交通産業(株) 福岡県北九州市小倉北区馬借２─６─８ 336 3.20

大和自動車交通社員持株会 東京都中央区銀座１─９─７ 279 2.66

(株)三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１─１─２ 260 2.48

(株)損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１─26─１ 260 2.48

東都自動車交通(株) 東京都豊島区西池袋５─13─13 256 2.44

(株)白亜 東京都港区赤坂２─４─１ 220 2.10

計 ― 5,239 49.90



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式578株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,416,000 
10,416 同上 

単元未満株式 
普通株式 

69,000 
― 同上 

発行済株式総数 10,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,416 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大和自動車交通(株) 

中央区銀座１－９－７ 15,000 ─ 15,000 0.14

計   15,000 ─ 15,000 0.14



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 17年５月 17年６月 17年７月 17年８月 17年９月 

最高(円) 474 450 490 490 528 605

最低(円) 395 400 409 430 425 530



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   4,944 3,547   4,100 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    2,449 2,201   2,241 

３ 未収入金     632 451   1 

４ 有価証券     49 50   50 

５ たな卸資産     148 144   147 

６ 前払金     215 219   129 

７ 前払費用     309 291   254 

８ 繰延税金資産     381 134   137 

９ その他     432 142   169 

  貸倒引当金     △870 △23   △25 

流動資産合計     8,693 42.3 7,161 35.3   7,208 36.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 車両 ※１ 76   101 85   

(2) 建物及び 
構築物 

※1,2 3,657   3,978 3,993   

(3) 機械及び什器 
備品  

※１ 172   376 288   

(4) 土地 ※２ 5,884   6,321 6,436   

(5) 建設仮勘定   263 10,055 48.9 60 10,838 53.4 63 10,867 54.5

２ 無形固定資産     52 0.2 58 0.3   52 0.3

３ 投資その他の 
資産 

          

(1) 投資有価証券 ※２ 1,203   1,604 1,286   

(2) 繰延税金資産   ─   294 143   

(3) その他   730   427 448   

  貸倒引当金   △169 1,763 8.6 △91 2,235 11.0 △91 1,785 9.0

固定資産合計     11,871 57.7 13,132 64.7   12,705 63.8

資産合計     20,564 100.0 20,294 100.0   19,914 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    720 946   984 

２ 社債     ─ 70   60 

３ 短期借入金 ※２   6,543 4,949   5,651 

４ 未払金     178 44   116 

５ 未払法人税等     257 493   402 

６ 未払消費税等     107 155   ─ 

７ 未払費用     638 722   742 

８ 賞与引当金     170 161   160 

９ その他     844 381   423 

流動負債合計     9,460 46.0 7,924 39.0   8,540 42.9

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     250 200   270 

２ 長期借入金 ※２   7,560 7,279   6,960 

３ 繰延税金負債     18 236   ─ 

４ 退職給付引当金     915 1,005   993 

５ 長期預り金     789 815   827 

６ 事業損失引当金     ─ 262   268 

７ 連結調整勘定     7 93   104 

固定負債合計     9,541 46.4 9,892 48.8   9,424 47.3

負債合計     19,001 92.4 17,816 87.8   17,965 90.2

(少数株主持分)           

少数株主持分     1 0.0 79 0.4   79 0.4

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     525 2.6 525 2.6   525 2.6

Ⅱ 資本剰余金     2 0.0 2 0.0   2 0.0

Ⅲ 利益剰余金     745 3.6 1,334 6.5   993 5.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    290 1.4 540 2.7   351 1.8

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0 △4 △0.0   △3 △0.0

資本合計     1,561 7.6 2,398 11.8   1,869 9.4

負債、少数株主 
持分及び 
資本合計 

    20,564 100.0 20,294 100.0   19,914 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

  

    
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円)

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     13,187 100.0  13,349 100.0   26,393 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   11,787 89.4  12,047 90.2   23,502 89.0

売上総利益     1,399 10.6  1,301 9.8   2,890 11.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   798 6.1  852 6.4   1,635 6.2

営業利益     601 4.6  449 3.4   1,255 4.8

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   6    5   5    

２ 受取配当金   4    4   7    

３ 連結調整勘定償却   ─    11   2    

４ 持分法による 
  投資利益 

  3    ─   ─    

５ 還付消費税等   ─    14   ─    

６ 雑益   14 28 0.2 29 65 0.5 89 106 0.4

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   185    174   353    

２ 退職給付費用   75    78   151    

３ 持分法による 
  投資損失 

  ─    1   3    

４ 雑損   8 269 2.0 7 261 2.0 19 528 2.0

経常利益     360 2.7  253 1.9   833 3.2

Ⅵ 特別利益                

１ 厚生年金基金解散 
  処理差額金 

  ─    451   ─    

２ 投資有価証券売却益   ─    0   20    

３ 受取生命保険金   ─    53   ─    

 ４ その他   ─ ─ ─ ─ 506 3.8 5 26 0.1

Ⅶ 特別損失                

１ 投資有価証券評価損   1    ─   1    

２ 固定資産売却損   14    0   54    

３ 固定資産除却損   ─    3   23    

４ 事故賠償費   11    ─   11    

５ 減損損失 ※３ ─    114   ─    

６ 事業損失引当金 
  繰入額 

  ─    ─   121    

７ 役員退職慰労金   ─    41   ─    

８ その他   ─ 27 0.2 22 181 1.4 43 257 1.0

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

    332 2.5  577 4.3   601 2.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  92    233   262    

法人税等調整額   △85 7 0.1 △38 194 1.5 △236 26 0.1

少数株主利益     1 0.0  0 0.0   1 0.0

中間(当期)純利益     324 2.5  382 2.8   573 2.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2 2   2

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

    2 2   2

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     435 993   435

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期)純利益   324 324 382 382 573 573

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   ─ 41 ─ 

２ 役員賞与   15 15 ─ 41 15 15

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

    745 1,334   993

      



 ④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)
純利益 

 332 577 601

減価償却費  132 160 264

減損損失  ─ 114 ─

連結調整勘定償却  △1 △11 △2

貸倒引当金の増減額  3 △2 △153

賞与引当金の増加額  28 0 18

退職給付引当金の増加額  135 11 202

事業損失引当金増加額  ─ ─ 121

厚生年金基金 
解散処理差額金 

 ─ △451 ─

受取利息及び受取配当金  △10 △9 △13

支払利息  185 174 353

持分法による投資損益  △3 1 3

固定資産除却損及び 
売却損益 

 14 3 77

投資有価証券売却損益 
及び評価損 

 1 △0 △18

売上債権の減少額  35 33 245

たな卸資産の減少額  3 2 6

仕入債務の増減額  119 △52 204

前払費用の増減額  △30 △39 14

未払費用の減少額  △126 △19 △21

長期預り保証金の 
減少額 

 △25 △11 △21

その他  40 32 △298

小計  836 512 1,585

利息及び配当金の受取額  10 9 13

利息の支払額  △179 △171 △338

法人税等の支払額  △86 △126 △130

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 581 224 1,130



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金等の預入による
支出 

 △177 △373 △538

定期預金等の払戻による
収入 

 176 344 495

短期貸付金の貸付による
支出 

 △6 △6 △48

短期貸付金の回収による
収入 

 9 10 313

有価証券の購入による 
支出 

 △0 △0 △49

有価証券の売却による収
入 

 ─ ─ 49

固定資産の取得による 
支出 

 △1,269 △311 △1,564

固定資産の売却による 
収入 

 1 0 582

長期貸付金の回収による
収入 

 0 0 133

投資有価証券の購入によ
る支出 

 △43 △8 △51

投資有価証券の売却によ
る収入 

 ─ 7 43

連結の範囲の変更に伴う 
子会社株式の取得による 
支出 

 ─ ─ △107

子会社株式取得による 
支出 

 ─ △0 ─

その他  3 17 △451

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,306 △320 △1,192

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額  24 △680 △1,079

長期借入による収入  4,438 1,942 3,000

長期借入金の返済による
支出 

 △4,012 △1,645 △3,104

社債発行による収入  ─ ─ 80

社債の償還による支出  ─ △60 ─

配当金の支出額  ─ △41 ─

その他  △0 △1 △2

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 450 △486 △1,106

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増加額又は減少額 

 △273 △582 △1,167

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 4,808 3,641 4,808

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,535 3,058 3,641



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

子会社は全て連結されてお

ります。 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

大和物産㈱、大和自動車

㈱、㈱大和自動車教習所、

大和工機㈱、㈱スリーディ

開発、大和交通㈱、大和タ

クシー㈱、大和交通保谷㈱ 

子会社は全て連結されてお
ります。 
連結子会社の数 ９社 
連結子会社名 
 大和物産㈱、大和自動車
㈱、㈱大和自動車教習所、
大和工機㈱、㈱スリーディ
開発、大和交通㈱、大和タ
クシー㈱、大和交通保谷
㈱、日本自動車メーター㈱ 

子会社９社は全て連結され

ております。連結子会社

は、「第１企業の概況」の

４ 関係会社の状況に記載

しているため省略しており

ます。なお、持分法適用関

連会社でありました日本自

動車メーター㈱は当連結会

計年度より子会社に含めて

おります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

関連会社は全て持分法を適

用しております。 

持分法適用関連会社数 

２社 

会社名 

日本自動車メーター㈱ 

リムジンハイヤー㈱ 

関連会社は全て持分法を適

用しております。 

持分法適用関連会社数 

１社 

会社名 

リムジンハイヤー㈱ 

同左 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の中間決算日

は、中間連結財務諸表提出

会社の中間決算日と一致し

ております。 

同左 連結子会社の決算日は、連

結財務諸表提出会社の決算

日に一致しております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の

市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

 ａ 満期保有目的の債券 

同左 

 ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法 

 ａ 満期保有目的の債券 

同左 

 ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

  

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売不動産…個別法に

よる原価

法 

貯蔵品 

燃料・油脂 

…総平均法によ

る原価法 

部品・資材・原材料 

…先入先出法に

よる原価法 

仕掛品…先入先出法に

よる原価法 

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売不動産…同左 

  

  

貯蔵品 

燃料・油脂…同左 

  

  

部品・資材・原材料 

…同左 

  

仕掛品…同左 

(2) たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売不動産…同左 

  

  

貯蔵品 

燃料・油脂…同左 

  

  

部品・資材・原材料 

…同左 

  

仕掛品…同左 

  (3) 固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

車両…定額法 

(3) 固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

車両…同左 

(3) 固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

車両…同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  建物・その他有形固

定資産…定率法(ただ

し、平成10年４月１日

以降取得した建物(建

物附帯設備を除く)に

ついては、定額法によ

っております。) 

なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法の規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

建物・その他有形固

定資産…同左 

建物・その他有形固

定資産…同左 

  ② 無形固定資産 

…定額法によって

おります。 

なお、耐用年

数については、

法人税法に規定

する方法と同一

の基準によって

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率により、貸

倒懸念債権及び破産

更生債権等について

は、個別に回収可能

性を検討し、回収不

能見込額を計上して

おります。 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に充てるため、支給

見込額のうち当中間

期に対応する金額を

計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に充てるため、支給

見込額のうち当期に

対応する金額を計上

しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務の見込

み額に基づき、当中

間連結会計期間末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。な

お、会計基準変更時

差異は主として15年

による按分額(一部

の連結子会社におき

ましては一括費用処

理)を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３

年)による定額法に

より処理しておりま

す。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結

会計年度から処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務の見込

み額に基づき、当中

間連結会計期間末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。な

お、会計基準変更時

差異は主として15年

による按分額(一部

の連結子会社におき

ましては一括費用処

理)を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数による定額法によ

り、按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結

会計年度から処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

会計基準変更時差異

は主として15年によ

る按分額(一部の連

結子会社におきまし

ては一括費用処理)

を費用処理しており

ます。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(３

年)による定額法に

より処理しておりま

す。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数による定額法によ

り按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会

計年度から処理する

ことにしておりま

す。 

  ―――― ④ 事業損失引当金 

事業損失引当金は当

社グループに関連す

る事業損失に備え

て、当社が負担する

ことと見込まれる金

額を計上しておりま

す。 

④ 事業損失引当金 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

支払金利に係るスワ

ップ取引(以下、金

利スワップ取引)の

特例処理を資金調達

取引に適用しており

ます。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段 

同左 

  ③ ヘッジ対象 

金利の変動によるリ

スクにさらされてい

る資金調達取引 

③ ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ対象 

同左 

  ④ ヘッジ方針 

資金調達取引におけ

る金利の変動による

リスクに対して金利

スワップ取引により

特例処理の範囲内に

おいてヘッジ取引を

行っております。 

④ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ方針 

同左 

  ⑤ 有効性の評価方法 

取引開始時に特例処

理に基づく金利スワ

ップ取引であるか評

価し、特例処理に基

づく金利スワップ取

引についてのみ行っ

ております。 

⑤ 有効性の評価方法 

金利スワップは特例

処理の要件を満たし

ているので中間決算

日における有効性の

評価を省略しており

ます。 

⑤ 有効性の評価方法 

取引開始時に特例処

理に基づく金利スワ

ップ取引であるか評

価し、特例処理に基

づく金利スワップ取

引についてのみ行っ

ております。 

  (7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は

税抜方法によっており

ます。 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キュッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



追加情報 

  

  

会計方針の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日))に基づき、当中間連結会

計期間から法人事業税の付加価値割

及び資本割として18百万円を販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

―――― ―――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は114百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

―――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は6,353百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は6,771百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は6,618百万円である。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金 84百万円

投資有価証券 359 

建物及び 
構築物 

2,378 

土地 5,505 

計 8,326百万円

担保付債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金 3,309百万円

一年以内 
返済の 
長期借入金 

2,938 

長期借入金 7,338 

  13,585百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金 45百万円

投資有価証券 378

建物及び
構築物 

2,574

土地 5,698

計 8,697百万円

担保付債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金 282百万円

一年以内
返済の 
長期借入金 

2,762

長期借入金 6,066

  9,110百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次

のとおりであります。 

定期預金 45百万円

投資有価証券 209 

建物及び
構築物 

2,601 

土地 5,704 

計 8,559百万円

担保付債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金 369百万円

一年以内
返済の 
長期借入金 

3,238 

長期借入金 6,795 

10,402百万円

３ 受取手形割引高 ６百万円 ―――― ―――― 



(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 売上原価の主要費目及び金額 

人件費 7,689百万円

(うち、賞与 
 引当金繰入 
 額) 

35百万円

燃料油脂費 529百万円

修繕費 67百万円

資材費 275百万円

減価償却費 129百万円

※１ 売上原価の主要費目及び金額 

人件費 7,926百万円

(うち、賞与
 引当金繰入 
 額) 

103百万円

燃料油脂費 256百万円

修繕費 244百万円

資材費 118百万円

減価償却費 156百万円

※１ 売上原価の主要費目及び金額 

人件費 16,234百万円

(うち、賞与 
 引当金繰入 
 額) 

93百万円

燃料油脂費 442百万円

修繕費 475百万円

資材費 298百万円

減価償却費 237百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要

費目及び金額 

人件費 488百万円

(うち、賞与 
 引当金繰入 
 額) 

135百万円

減価償却費 15百万円

租税公課 23百万円

貸倒引当金 
繰入額 

4百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要

費目及び金額 

人件費 506百万円

(うち、賞与
 引当金繰入 
 額) 

58百万円

減価償却費 19百万円

租税公課 40百万円

貸倒引当金
繰入額 

20百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主要

費目及び金額 

人件費 982百万円

(うち、賞与 
 引当金繰入 
 額) 

65百万円

減価償却費 33百万円

租税公課 94百万円

貸倒引当金 
繰入額 

27百万円

  ―――― ※３ 減損損失 

(減損損失を認識した資産グ
ループの概要) 
当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失
を計上いたしました。 

用途 種類 場所
減損
金額 

遊休
資産 

土地 神奈川
県足柄
下郡湯
河原町

114百
万円 

  ―――― 

  (資産のグルーピングの概要)
 当社グループは、管理会計
上の区分を基準に、概ね独立
したキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位にて資産の
グルーピングを行っておりま
す。なお、賃貸用資産は物件
単位に、遊休資産については
個々の単位にグルーピングを
行っております。 
(減損損失の認識に至った経
緯) 
 遊休及び休止資産について
は、将来における具体的な使
用計画が無いこと及び土地の
市場価格の下落等により回収
可能価額が帳簿価額を下回る
ものについて、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別
損失に計上いたしました。 
(回収可能価額の算定方法) 
 減損損失の測定における回
収可能価額として正味売却価
額を用いており、不動産鑑定
評価額により評価しておりま
す。 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 4,944百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△408 

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資(有価
証券) 

0 

現金及び 
現金同等物 

4,535 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 3,547百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△489

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資(有価
証券) 

0

現金及び 
現金同等物 

3,058

(1) 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 4,100百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△460 

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する短期投資(有価
証券) 

─ 

現金及び
現金同等物 

3,641 



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料１件当り 20万円未

満は除く) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 2,031 423 1,607

機械器具 138 78 59

什器備品 284 109 174

その他 11 2 8

合計 2,464 613 1,851

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料１件当り 20万円未

満は除く) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 2,691 943 1,748

機械器具 150 80 69

什器備品 354 155 198

その他 10 3 7

合計 3,206 1,182 2,023

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料１件当り 20万円未

満は除く) 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両 2,380 705 1,675

機械器具 164 84 79

什器備品 349 123 226

その他 9 2 7

合計 2,903 914 1,989

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 605百万円

１年超 1,261百万円

合計 1,867百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 642百万円

１年超 1,416百万円

合計 2,059百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 649百万円

１年超 1,377百万円

合計 2,026百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利子相当額 

支払リース料 363百万円

減価償却費相当額 308百万円

支払利子相当額 30百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利子相当額 

支払リース料 445百万円

減価償却費相当額 361百万円

支払利子相当額 34百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利子相当額 

支払リース料 781百万円

減価償却費相当額 655百万円

支払利子相当額 66百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 74百万円 

１年超 100百万円 

合計 175百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 40百万円 

１年超 75百万円 

合計 115百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 54百万円 

１年超 89百万円 

合計 144百万円 

３．当中間連結会計期間より、契約

リース料１件当たり20万円を超える

ものを注記しております。 

―――― ３．当連結会計期間より、契約リー

ス料１件当たり20万円を超えるもの

を注記しております。 

―――― (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

―――― 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成16年９月30日) 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２． その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３． 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)を除く) 

  

(注) 当中間連結会計期間におきまして、その他有価証券で時価評価されていない主な有価証券のうち非上場株式について１百万

円の減損処理を行っております。 

なお、株式等の減損におきましては、個別銘柄ごとに市場価格を時価とし、市場価格がない場合には市場価格に準ずるもの

として合理的に算定された価格が得られればその価額とし、総合的に判断しております。 

  

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) その他 79 79 0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 520 1,004 483

(2) 債券  

社債 8 8 △0

その他 3 3 0

(3) その他 58 58 0

合計 589 1,074 483

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 35

(2) 関連会社株式 63



当中間連結会計期間(平成17年９月30日) 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２． その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３． 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)を除く) 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) その他 49 49 0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 438 1,323 885

(2) 債券  

その他 33 33 0

(3) その他 50 69 18

合計 522 1,426 904

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 119

(2) 関連会社株式 58



前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２． その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３． 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)を除く) 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) その他 49 49 0

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 429 1,009 579

(2) 債券  

社債 4 4 0

その他 33 33 0

(3) その他 53 61 7

合計 520 1,108 587

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) その他有価証券 

非上場株式 119



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(平成16年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

ヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 
  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

当社の企業集団が営んでいる事業については、事業の種類・性質等の類似性に基づき事業区分を行っております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  

  
旅客自動車 
運送事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

販売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

10,658 478 1,801 249 13,187 ─ 13,187

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 34 706 49 791 (791) ─

計 10,659 513 2,507 298 13,978 (791) 13,187

Ⅱ 営業費用 10,199 506 2,433 283 13,423 (837) 12,586

営業利益 459 6 73 15 555 46 601

  
旅客自動車 
運送事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

販売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

10,515 437 2,162 233 13,349 ─ 13,349

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

52 1 745 58 857 (857) ─

計 10,568 439 2,907 292 14,207 (857) 13,349

Ⅱ 営業費用 10,236 405 2,832 283 13,758 (858) 12,899

営業利益 331 33 75 8 449 0 449

  
旅客自動車 
運送事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

販売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高       

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

21,235 844 3,832 481 26,393 ─ 26,393

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

69 340 1,511 105 2,026 (2,026) ─

計 21,304 1,184 5,344 586 28,419 (2,026) 26,393

Ⅱ 営業費用 20,374 1,081 5,142 562 27,160 (2,022) 25,138

営業利益 930 103 201 23 1,259 (4) 1,255

事業区分 主要な事業内容 

旅客自動車運送事業 ハイヤー業、タクシー業、運行管理業 

不動産事業 賃貸、売買、仲介、管理、清掃業務 

販売事業 燃料販売、資材販売、金属製品製造販売 

その他事業 自動車運転教習、自動車整備、保険代理業 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

該当する売上高がないため記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当する売上高がないため記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当する売上高がないため記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 148.84円 １株当たり純資産額 228.74円 １株当たり純資産額 178.29円

１株当たり中間純利益 30.92円 １株当たり中間純利益 36.50円 １株当たり当期純損失 53.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

324百万円 

普通株式に係る中間純利益 

324百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

10,493,996株 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間連結損益計算書上の中間純利益 

382百万円 

普通株式に係る中間純利益 

382百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

10,486,216株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

573百万円 

普通株式に係る当期純利益 

558百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 利益処分による役員賞与 

15百万円 

普通株式の期中平均株式数 

10,491,573株 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 ※２ 3,822 2,087 2,820 

２ 受取手形 18 48 39 

３ 売掛金 2,216 1,996 2,015 

４ 未収入金 895 801 267 

５ 販売不動産 49 49 49 

６ 貯蔵品 26 18 16 

７ 繰延税金資産 69 98 100 

８ 未収収益 26 55 56 

９ その他 1,105 961 944 

貸倒引当金 △245 △21 △22 

流動資産合計 7,985 41.9 6,094 35.8 6,287 36.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2   

(1) 車両 13 40 27 

(2) 建物 3,452 3,701 3,708 

(3) 土地 4,549 4,364 4,479 

(4) 建設仮勘定 222 60 63 

(5) その他 120 146 133 

計 8,358 43.9 8,314 48.8 8,412 49.1

２ 無形固定資産 43 0.2 46 0.3 42 0.2

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※２ 942 1,240 1,001 

(2) 関係会社株式 668 939 939 

(3) 繰延税金資産 214 130 183 

(4) その他 973 351 381 

貸倒引当金 △134 △85 △86 

計 2,665 14.0 2,575 15.1 2,419 14.1

固定資産合計 11,067 58.1 10,936 64.2 10,874 63.4

資産合計 19,052 100.0 17,030 100.0 17,162 100.0

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金 273 291 321 

２ 短期借入金 ※２ 5,643 4,020 4,753 

３ 未払金 103 115 40 

４ 未払法人税等 159 406 290 

５ 未払消費税等 ※５ 32 92 ─ 

６ 前受金 15 35 36 

７ 賞与引当金 99 103 103 

８ その他 913 720 919 

流動負債合計 7,240 38.0 5,785 34.0 6,464 37.7

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 6,512 6,150 5,923 

２ 退職給付引当金 643 667 674 

３ 事業損失引当金 1,000 262 268 

４ 長期預り金 749 754 754 

固定負債合計 8,904 46.7 7,834 46.0 7,621 44.4

負債合計 16,145 84.7 13,619 80.0 14,085 82.1

    

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 525 2.8 525 3.1 525 3.1

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 2 2 2 

  資本剰余金合計 2 0.0 2 0.0 2 0.0

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 131 131 131 

２ 任意積立金 1,797 1,343 1,797 

３ 中間(当期)未処分利益 203 973 328 

  利益剰余金合計 2,131 11.2 2,448 14.3 2,257 13.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 248 1.3 439 2.6 295 1.7

Ⅴ 自己株式 △1 △0.0 △4 △0.0 △3 △0.0

資本合計 2,906 15.3 3,411 20.0 3,076 17.9

負債資本合計 19,052 100.0 17,030 100.0 17,162 100.0

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    7,979 100.0 7,940 100.0   15,959 100.0

Ⅱ 売上原価    7,296 91.4 7,247 91.3   14,620 91.6

売上総利益    683 8.6 693 8.7   1,338 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    398 5.0 407 5.1   770 4.8

営業利益    284 3.6 285 3.6   568 3.6

Ⅳ 営業外収益 ※２  37 0.5 49 0.6   134 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※３  212 2.7 206 2.6   433 2.7

経常利益    110 1.4 129 1.6   268 1.7

Ⅵ 特別利益 ※４  ─ ─ 419 5.4   154 1.0

Ⅶ 特別損失 ※5,6  27 0.4 155 2.0   125 0.8

税引前中間(当期) 
純利益    83 1.0 393 5.0   297 1.9

法人税、住民税及び 
事業税   23   200 143   

法人税等調整額   △47 △23 △0.3 △40 160 2.0 △77 65 0.4

中間(当期)純利益    106 1.3 232 3.0   232 1.5

前期繰越利益    95 708   95 

退職積立金取崩額    1 32   1 

中間(当期) 
未処分利益    203 973   328 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

販売不動産 

…個別法による原価法 

貯蔵品 

燃料・油脂 

…総平均法による原

価法 

部品・資材 

…先入先出法による

原価法 

(1) たな卸資産 

販売不動産 

…同左 

貯蔵品 

燃料・油脂 

…同左 

  

部品・資材 

…同左 

(1) たな卸資産 

販売不動産 

…同左 

貯蔵品 

燃料・油脂 

…同左 

  

部品・資材 

…同左 

  (2) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法 

② 子会社株式及び関連

会社株式 

移動平均法による原

価法 

(2) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

(2) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② 子会社株式及び関連

会社株式 

同左 

  ③ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の

市場価格等に基づ

く時価法 

(評価差額金は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

③ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

(その他有価証券

評価差額金は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

車両…定額法 

(1) 有形固定資産 

車両…同左 

(1) 有形固定資産 

車両…同左 

  建物・その他有形固定

資産 

…定率法(ただし平成

10年４月１日以降取得

した建物(建物附帯設

備を除く)については

定額法によっておりま

す。) 

なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。 

建物・その他有形固定

資産 

…同左 

建物・その他有形固定

資産 

…同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等

については、個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込

額のうち当中間期に対

応する金額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込

額のうち当期に対応す

る金額を計上しており

ます。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込み額に基づ

き、当中間会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時

差異については15年に

よる按分額を費用処理

しております。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による

定額法により処理して

おります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存年数で定額法

により、按分した額を

発生の翌事業年度から

処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込み額に基づ

き、当中間会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時

差異については15年に

よる按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存年数で定額法

により、按分した額を

発生の翌事業年度から

処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当期末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時

差異については15年に

よる按分額を費用処理

しております。 

過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による

定額法により処理して

おります。 

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定

額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌

期から処理することに

しております。 

  (4) 事業損失引当金 

事業損失引当金は当社

グループに関連する事

業損失に備えて、当社

が負担することと見込

まれる金額を計上して

おります。 

(4) 事業損失引当金 

同左 

(4) 事業損失引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 
支払金利に係るスワッ

プ取引(以下、金利ス

ワップ取引)の特例処

理を資金調達取引に適

用しております。 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

① ヘッジ会計の方法 
同左 

  ② ヘッジ手段 
金利スワップ取引 

② ヘッジ手段 
同左 

② ヘッジ手段 
同左 

  ③ ヘッジ対象 

金利の変動によるリス

クにさらされている資

金調達取引 

③ ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ対象 

同左 

  ④ ヘッジ方針 

資金調達取引における

金利の変動によるリス

クに対して金利スワッ

プ取引により特例処理

の範囲内においてヘッ

ジを行っております。 

④ ヘッジ方針 
同左 

④ ヘッジ方針 
同左 

  ⑤ 有効性の評価方法 

取引開始時に特例処理

に基づく金利スワップ

取引であるか評価し、

特例処理に基づく金利

スワップ取引について

のみ行なっておりま

す。 

⑤ 有効性の評価方法 
金利スワップは特例処

理の要件を満たしてい

るので中間決算日にお

ける有効性の評価を省

略しております。 

⑤ 有効性の評価方法 
取引開始時に特例処理

に基づく金利スワップ

取引であるか評価し、

特例処理に基づく金利

スワップ取引について

のみ行なっておりま

す。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 



追加情報 

  

  

会計方針の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日))に基づき、当中間会計期

間から法人事業税の付加価値割及び

資本割として18百万円を販売費及び

一般管理費に計上しております。 

―――― ―――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は114百

万円減少しております。なお、減損

損失累計額については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

―――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,454百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,683百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,563百万円 

※２ 担保に供している資産 

は、資金借入金2,180百万円

(長期借入金1,168百万円、一

年以内に返済の長期借入金

467百万円、短期借入金544百

万円)の担保として財団抵当

に供しております。 

は、資金借入金9,719百万円

(長期借入金5,207百万円、一

年以内に返済の長期借入金

2,082 百万円、短期借入金

2,428百万円)の担保に供して

おります。 

定期預金84百万円及び投資有

価証券325百万円は従業員共

済会等の借入金の担保に供し

ております。 

建物 290百万円 (帳簿価額)

土地 283 (  〃  )

合計 574 (  〃  )

建物 2,012百万円 (帳簿価額)

土地 3,378 (  〃  )

合計 5,390 (  〃  )

※２ 担保に供している資産 

は、借入金7,657百万円(長期

借入金5,250百万円、一年以

内に返済の長期借入金2,407

百万円)の担保に供しており

ます。 

は大和自動車㈱との共同担保

に供しております。この担保

による借入金は次のとおりで

あります。 

定期預金45百万円及び投資有

価証券250百万円は従業員共

済会等の借入金の担保に供し

ております。 

建物 2,481百万円 (帳簿価額)

土地 3,718 (  〃  )

合計 6,199 (  〃  )

土地 136百万円 (帳簿価額)

一年以内返済の

長期借入金 
272百万円

長期借入金 883

合計 1,155

※２ 担保に供している資産 

は、借入金7,484百万円(長期

借入金4,940百万円、一年以

内に返済の長期借入金2,544

百万円)の担保に供しており

ます。 

は大和自動車㈱との共同担保

に供しております。この担保

による借入金は次のとおりで

あります。 

  

定期預金45百万円及び投資有

価証券169百万円は従業員共

済会等の借入金の担保に供し

ております。 

建物 2,506百万円 (帳簿価額)

土地 3,724 (  〃  )

合計 6,230 (  〃  )

土地 136百万円 (帳簿価額)

一年以内返済の

長期借入金 
253百万円

長期借入金 867 
合計 1,120 

 ３ 偶発債務 

銀行取引等に対して保証を行

っております。 

関係会社 

大和自動車㈱ 130百万円

大和工機㈱ 182 

合計 312 

 ３ 偶発債務 

銀行取引等に対して保証を行

っております。 

関係会社 

大和自動車㈱ 79百万円  
大和工機㈱ 148 

合計 227 

 ３ 偶発債務 

銀行取引等に対して保証を行

っております。 

関係会社 

大和自動車㈱ 108百万円

大和工機㈱ 165 

合計 273 

―――― ――――  ４ 資産の時価の総額が当該資産

の総額を超えたことにより増

加した貸借対照表の純資産

額。 

295百万円 

※５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税

等として表示しています。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

―――― 



 (中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 106百万円

無形固定資産 1 

合計 107 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 119百万円

無形固定資産 1 

合計 120 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 216百万円

無形固定資産 2 

合計 219 

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 3百万円

受取配当金 19 

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 8百万円

受取配当金 22 

※２ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 35百万円

受取配当金 32 

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 149百万円

退職給付債務 
移行時差異償却 

62 

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 143百万円

退職給付債務 
移行時差異償却

62 

※３ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 295百万円

退職給付債務 
移行時差異償却 

124 

―――― ※４ 特別利益のうち重要なもの 

厚生年金基金解

散処理差額金 
365百万円

※４ 特別利益のうち重要なもの 

事業損失引当金

取崩額 
128百万円

※５ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損 14百万円

事故賠償費 10 

※５ 特別損失のうち重要なもの 

減損損失 114百万円

固定資産除却損 2 

※５ 特別損失のうち重要なもの 

固定資産売却損 54百万円

固定資産除却損 21 

  ―――― ※６ 減損損失
(減損損失を認識した資産グ
ループの概要) 
当中間会計期間において、当
社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしま
した。 

用途 種類 場所
減損
金額 

遊休
資産 

土地 神奈川
県足柄
下郡湯
河原町

114百
万円 

  ―――― 

      (資産のグルーピングの概要)
 当社は、管理会計上の区分
を基準に、概ね独立したキャ
ッシュ・フローを生み出す最
小の単位にてグルーピングを
行っております。なお、賃貸
用資産は物件単位に、遊休資
産については個々の単位にグ
ルーピングを行っておりま
す。 
(減損損失の認識に至った経
緯) 
 遊休及び休止資産について
は、将来における具体的な使
用計画が無いこと及び土地の
市場価格の下落等により回収
可能価額が帳簿価額を下回る
ものについて、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別
損失に計上いたしました。 
(回収可能価額の算定方法) 
 減損損失の測定における回
収可能価額として正味売却価
額を用いており、不動産鑑定
評価額により評価しておりま
す。 

    



(リース取引関係) 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１.リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引に係る注記 
(契約リース料１件当り20万円未満
は除く) 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 1,774 366 1,407

什器備品 192 78 114

その他 2 0 1

合計 1,969 446 1,523

１.リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引に係る注記 
(契約リース料１件当り20万円未満
は除く) 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 2,259 799 1,460

什器備品 254 105 148

その他 2 1 1

合計 2,516 906 1,609

１．リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引に係る注記 
(契約リース料１件当り20万円未満
は除く) 
① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両 2,030 601 1,429

什器備品 255 84 170

その他 2 0 1

合計 2,287 687 1,600

② 未経過リース料中間期末残高
相当額 
１年内 493百万円
１年超 1,044百万円
合計 1,537百万円

② 未経過リース料中間期末残高
相当額 
１年内 500百万円
１年超 1,141百万円
合計 1,641百万円

② 未経過リース料期末残高相当
額 
１年内 515百万円
１年超 1,113百万円
合計 1,629百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 291百万円
減価償却費相当額 250百万円
支払利息相当額 25百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 347百万円
減価償却費相当額 289百万円
支払利息相当額 29百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額 
支払リース料 624百万円
減価償却費相当額 533百万円
支払利息相当額 55百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 
……リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする
定額法によっておりま
す。 

・利息相当額の算定方法 
……リース料総額とリース物
件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、
各期への配分方法につい
ては、利息法によってお
ります。 

④ 減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 
……同左 
  
  
  
・利息相当額の算定方法 
……同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相
当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 
……同左 
  
  
  
・利息相当額の算定方法 
……同左 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 25百万円 

１年超 39百万円 

合計 64百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 10百万円 

１年超 28百万円 

合計 39百万円 

２．オペレーティング・リース取引 

   

１年内 12百万円 

１年超 33百万円 

合計 46百万円 

３．当中間会計期間より、契約リー

ス料１件当たり20万円を超えるもの

を注記しております。 

―――― ３．当事業年度より、契約リース料

１件当たり20万円を超えるものを注

記しております。 

―――― (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載は

省略しております。 

―――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成17年11月17日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。 

(1)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・20百万円 

(2)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・２円00銭 

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成17年12月16日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 277.02円 １株当たり純資産額 325.37円 １株当たり純資産額 293.40円

１株当たり中間純利益 10.20円 １株当たり中間純利益 22.20円 １株当たり当期純利益 22.17円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

106百万円 

普通株式に係る中間純利益 

106百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

10,493,996株 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

232百万円 

普通株式に係る中間純利益 

232百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

10,486,216株 

  

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の当期純利益 

232百万円 

普通株式に係る当期純利益 

232百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

10,491,573株 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第98期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

平成16年12月27日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大和自動車交通株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16

年4月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、大和自動車交通株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
公認会計士 鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社員 
公認会計士 髙  岡  昭  男  ㊞ 

業務執行社員 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
平成17年12月22日

大和自動車交通株式会社 
取締役会 御中 

                新日本監査法人 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自動

車交通株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大和自動車交通株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
会計方針の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
  

  

指 定 社 員 
公認会計士 鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 
指 定 社 員 

公認会計士 髙  島  誉  章  ㊞ 
業務執行社員 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

平成16年12月27日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

大和自動車交通株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第98期事業年度の中間会計期間（平成16年4

月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、大和自動車交通株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
公認会計士 鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社員 
公認会計士 髙  岡  昭  男  ㊞ 

業務執行社員 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
平成17年12月22日

大和自動車交通株式会社 
取締役会 御中 

                新日本監査法人 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自動

車交通株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第99期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平

成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大和自動車交通株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4

月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
会計方針の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間

財務諸表を作成している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
  

  

指 定 社 員 
公認会計士 鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 
指 定 社 員 

公認会計士 髙  島  誉  章  ㊞ 
業務執行社員 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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